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平成２８年度（第１８期）決算について 

 

東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東日本）の平成２８年度（第１８期）

決算について、別添のとおりお知らせします。 
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 ＴＥＬ：０３－５３５９－３３３１ 

E-Mail：kessan_info@ml.east.ntt.co.jp 
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１． 事業の概況 

情報通信市場では固定・移動ブロードバンドを活用した様々な機器の普及・浸透

に加え、クラウドサービスやＡＩ（※1）、ビッグデータ（※2）、ＩｏＴ（※3）等の

技術の進歩による新たなサービスの登場を通じて、人々の生活における利便性や各産

業における生産性の向上等、幅広い変化が起きています。一方で、高度化・複雑化す

るサイバー攻撃に対するセキュリティ強化、災害対策への取り組み強化や安心・安全

な社会システムの運営等、情報通信の役割はより重要となってきており、こうした動

きは世界的な広がりを見せています。 

地域通信市場においても、ブロードバンドサービスにおける競争の激化に加え、

多様な無線端末を利用した新たなサービスの拡大、それに伴うお客様の利用用途の多

様化、データ通信量の増加によるオフロード（※4）ニーズの伸長等、大きく変化し

てきています。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境の中で、情報通信産業の責任あ

る担い手として、コンプライアンスを徹底し、公正競争条件の厳格な確保に努めると

ともに、経営基盤の安定・強化を図りつつ、良質かつ安定的なユニバーサルサービス

の提供、災害に強い通信ネットワークの構築、大規模自然災害等の際の迅速な復旧等

の取り組みを通じて社会的インフラとしての信頼性の確保に努めてまいりました。 

また、新しいサービス・商品の提供ならびにお客様にとって“使いやすい”、“よ

り長くご利用いただける”料金メニューの提供等を通じて、ブロードバンド環境の充

実と更なる利用層拡大に努めてまいりました。 

 

①光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

ブロードバンドサービスにおける競争が激化する中、「フレッツ光」（※5）の普及

拡大や継続利用の促進、また、お客様ニーズへの対応に向けて、当社より光アクセス

サービス（フレッツ光）等の提供を受けた事業者様が、自社サービスと光アクセスサ
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ービス等を組み合わせて、新たなサービスをお客様へ提供する「光コラボレーション

モデル」の取り組みを強化しました。 

「光コラボレーションモデル」については、新規参入事業者様を積極的に開拓し、

支援することによる新規需要創出とリテンション強化、関連するオペレーションの早

期安定運用と効率化の促進に努めてまいりました。 

   「光コラボレーションモデル」をご活用いただいている事例については、株式会社

飯田ケーブルテレビ様との協業により、当社が提供する「フレッツ光」または光コラ

ボレーション事業者様が提供する光アクセスサービスを利用して、株式会社飯田ケー

ブルテレビ様が提供する放送サービスを視聴できるサービス「飯田ケーブルテレビ＆

フレッツ光」を 2016年 4月 27日より提供開始いたしました。 

   同様に、狭山ケーブルテレビ株式会社様との協業により、「さやまケーブルテレビ

＆フレッツ光」を 2017年 3月 25日より提供開始いたしました。 

これに加え、ＨＥＭＳ（※6）を活用した家電制御、「フレッツ・ＶＰＮゲート」を

用いた次世代警備ネットワークの構築、その他、学習塾、介護等、様々な業種の事業

者様とのコラボレーションにより、様々な分野でのＩＣＴ利活用促進を図った結果、

「光コラボレーションモデル」は、470社を超える事業者様にご活用いただいており、

「光コラボレーションモデル」の光アクセスサービス（コラボ光）契約数が 2017年 1

月 29 日に 500 万を突破し、光アクセスサービス「フレッツ光」・「コラボ光」の契約

数は固定電話施設数を上回り 2016 年 10 月 31 日に累計 1,100 万契約を突破いたしま

した。 

 

②ソリューションビジネスの取り組み 

企業等のお客様に対し、業界や業態等に応じた特性やニーズに応じた新たなサービ

スやソリューションを提供し、ブロードバンドサービスの普及拡大、ＩＣＴ利活用促

進に取り組みました。 
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ⅰ．企業のお客様向けのＷｉ－Ｆｉサービスについては、サポート付き簡単Ｗｉ－Ｆ

ｉサービス「ギガらくＷｉ－Ｆｉ」を提供中でありますが、外出先や自宅等からモ

バイル端末を通じてオフィスＬＡＮへの接続が可能となるリモートアクセス装置

と、その導入から運用までのサポートを組み合わせて提供する「リモートアクセス

オプション」、アクセスポイントにＬＡＮケーブル経由で給電するＬＡＮ給電装置

とそのサポートを提供する「ＬＡＮ給電オプション」を 2016 年 4 月 1 日より提供

開始いたしました。 

 

ⅱ．クラウドサービスについては、ネットワークカメラの映像をリアルタイムでモニ

タリングでき、録画データをいつでもどこでも閲覧・確認ができるクラウド型カメ

ラモニタリング・録画サービス「ギガらくカメラ」を 2016年 4月 25日より提供開

始いたしました。 

また、クラウド上でアプリケーションを簡単・セキュアに利用したい企業のお客

様向けに、インターネットを経由せずにクラウドサービスへ接続する機能と、アプ

リケーションサーバをパッケージ化し、従量課金制にて提供するサービス「クラウ

ドゲートウェイ アプリパッケージ」を 2016年 9月 1日より提供開始するとともに、

信頼性の高い閉域ネットワーク経由でクラウドサービスを利用したい企業のお客様

向けに、当社が提供するフレッツ・ＶＰＮサービスからクラウドサービスへの接続

を可能とする定額制のネットワークサービス「クラウドゲートウェイ クロスコネク

ト」を 2016年 10月 11日より提供開始いたしました。 

さらには、インターネットに不慣れなシニア層等に自社サービスの展開を図りた

い企業のお客様向けに、タブレット端末のより直感的な操作を実現する大きなボタ

ンを用いた初心者向けポータル機能や、オンラインショッピングサイト等への自動

ログイン機能等のプラットフォームを提供するほか、電話サポート・遠隔サポート

を提供するクラウドサービス「かんたんタブレットサービス」を 2016 年 6 月 28 日

より提供開始いたしました。 
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ⅲ．基本的なＩＣＴ環境をまとめてご用意したいという要望に対しては、インターネ

ット回線・Ｗｉ－Ｆｉ環境・セキュリティ対策に加え、ＩＣＴ環境に関する相談窓

口や 24時間 365日の故障受付対応等のサポートメニューをひとまとめにした、「ま

るらくオフィス」を 2017年 3月 31日より提供開始いたしました。 

 

ⅳ．業界に特化したサービスについては、介護事業者様向けにロボットメーカー各社

が提供するコミュニケーションロボットを活用して、会話機能やカメラ撮影機能等

のアプリケーションサービスをクラウド上で提供するクラウド型ロボットプラッ

トフォームサービス「ロボコネクト」を 2016 年 9 月 1 日より提供開始いたしまし

た。 

また、家庭等の電力利用情報を利活用したサービスを実現するため、ＨＥＭＳサ

ービス提供事業者様からＨＥＭＳ情報を集約し統一されたデータ形式に変換した上

で、ＨＥＭＳ情報利活用事業者様に提供するプラットフォームサービス「ＨＥＭＳ

情報コネクト」を 2016年 10月 14日より提供開始いたしました。 

 

ⅴ．地域課題の解決に向けては、先端技術を使った新たな映像体験や観戦スタイルの

提供、スポーツを契機とした地域全体の活性化に向けた取り組みとして、ＮＡＣＫ

５スタジアム大宮にて、ＩＣＴを活用した、「スマートスタジアム」サービスを 2016

年 7月 2日より提供開始いたしました。 

また、東京都様からの委託により光エリア化されていない「東京都島しょ５村６

島」をつなぐ海底光ケーブルの整備・保守等を 2016年 5月から開始しており、今後、

光ブロードバンド環境を「観光」「教育」「エネルギー」等の分野で活用し、ＩＣＴ

によるまちづくりの推進に貢献してまいります。 

 

③事業運営体制の状況 

当社は、電気通信サービスを狙ったサイバー攻撃への一層の対応強化をめざし、電
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気通信設備に関わる平時・有事の一元的な対応を実現するため、設備部門である「ネ

ットワーク事業推進本部」内に「ネットワークセキュリティ推進室」を設置いたしま

した。 

 

④ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

当社は、情報通信サービスの提供を通じて、地球環境に優しく、社会の健全で持続

的な発展に寄与していくことを企業の社会的責任と認識し、ＣＳＲ活動をＮＴＴ東日

本グループにおける事業運営の重要な柱の一つと位置づけ、豊かな社会の実現に向け

た各種サービス、ソリューションの提供に加え、ⅰ国民生活に欠かせない重要なイン

フラとしての高い安定性と信頼性の確保、ⅱ公正競争の確保、個人情報保護、適正な

広告表示、労働者派遣をはじめとした各種法令等の遵守、ⅲ社会全体の環境負荷低減

に貢献する情報通信サービスの提供や省エネルギー化・省資源化、節電による環境負

荷軽減等、様々な社会的課題の解決等に取り組みました。 

これらにあたっては、「ＮＴＴ東日本グループがめざしていく姿」を明確にしたう

えで、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成 18 年 6 月制定）の更なる浸透、ＣＳＲ活

動における重要テーマ毎に設定した「ＫＰＩ」（※7）に基づくＰＤＣＡサイクルの実

践等、情報通信のリーディングカンパニーに相応しいＣＳＲ活動を牽引するための取

り組みを展開してまいりました。 

具体的な取り組みの事例としましては、2016年 8月に発生した台風 10号に伴う豪

雨により、川の氾濫、橋の崩落等が発生し、光ケーブルが多数切断となりましたが、

マルチヘリコプターの活用や迅速な光ケーブルルートの設計・切替により、早期に復

旧いたしました。 

また、災害時における通信手段を確保するため、自治体等と協議し、「災害時用公

衆電話（特設公衆電話）」の事前設置を進め、当事業年度末施設数は、前年同期比 0.9

万増の 4.0 万台となり、台風 10 号による災害時においても、お客様に安心・安全を

お届けできました。さらには、防災ソリューション等の提供を通じ、自治体様と共同
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で災害に強い街づくりをめざしております。 

さらには、当社の電報サービスにおける対象台紙の売上の一部寄附を通じて、仙台

市様が実施する「ふるさとの杜再生プロジェクト」の推進について覚書を締結するな

ど、自然環境保護活動の推進にも取り組みました。 

なお、「ＮＴＴ東日本グループＣＳＲ報告書２０１６」を発行することにより、ス

テークホルダーへの情報開示にも積極的に取り組みました。 

 

⑤営業収益等の状況 

以上の取り組み、およびコスト削減を行い、営業収益は 1兆 6,722億円（前年同期

比 2.9％減）、営業利益は 1,891億円（前年同期比 16.9％増）、経常利益は 2,044億円

（前年同期比 17.9％増）、当期純利益は 1,496億円（前年同期比 26.0％増）となりま

した。 

 

※1：Artificial Intelligence の略。人間の脳が行っている知的な作業をコンピューターで模倣した

ソフトウェアやシステム。 

※2：インターネットの普及やコンピューターの処理速度の向上等に伴い生成される、大容量のデジタ

ルデータ。  

※3：Internet of Things の略。今までインターネットに接続される事のなかったモノがインターネ

ットに接続されていく概念のこと。 

※4：通信量の増大により発生する通信速度の低下や繋がりにくさを解消するため、負荷を分散するこ

と。 

※5：「フレッツ 光ネクスト」、「Ｂフレッツ」、「フレッツ 光ライト」、「フレッツ 光 WiFi アクセス」

の総称（「光コラボレーションモデル」を含む）。 

※6：Home Energy Management System の略。エネルギーの「見える化」と一元管理を実現する、家庭

で使われるエネルギーを管理するシステム。 

※7：Key Performance Indicator の略。重要業績評価指標。目標の達成度合いを計る定量的な指標の

こと。 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 ３９５，４１９ ３３９，６３１ △ ５５，７８７

　　　　空中線設備 ３，７９１ ３，６０４ △ １８７

　　　　端末設備 ３１，８０７ ２２，９４７ △ ８，８６０

　　　　市内線路設備 ８３５，４４６ ８６６，７２２ ３１，２７６

　　　　市外線路設備 ３，３５３ ２，８４３ △ ５１０

　　　　土木設備 ５９５，０５２ ５８８，６８３ △ ６，３６８

　　　　海底線設備 ８７２ ７３２ △ １４０

　　　　建物 ４２０，７９２ ４０９，８３５ △ １０，９５６

　　　　構築物 １６，９６４ １６，０３８ △ ９２５

　　　　機械及び装置 ３，２５４ ３，００６ △ ２４８

　　　　車両及び船舶 ５２８ ６４２ １１４

　　　　工具、器具及び備品 ４４，４５８ ４８，１８２ ３，７２４

　　　　土地 １９７，３１５ １９７，２４９ △ ６６

　　　　リース資産 ７５０ １，００１ ２５０

　　　　建設仮勘定 １７，６２６ １９，９８８ ２，３６２

　　　　有形固定資産合計 ２，５６７，４３３ ２，５２１，１１０ △ ４６，３２３

　　　無形固定資産 ８４，０１９ ８４，１２０ １００

　　　電気通信事業固定資産合計 ２，６５１，４５３ ２，６０５，２３０ △ ４６，２２３

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 １３，０１６ １２，５８１ △ ４３５

　　　関係会社株式 ４６，６２２ ４６，６２２ －

　　　その他の関係会社投資 ３，７１２ ３，７０５ △ ６

　　　出資金 ４７３ ４５２ △ ２０

　　　長期前払費用 ３，７０７ ４，０２４ ３１７

　　　前払年金費用 ３，９７５ ３，０３０ △ ９４４

　　　繰延税金資産 １１２，０９７ １２５，２５４ １３，１５７

　　　その他の投資及びその他の資産 ３，８９９ ３，４４１ △ ４５７

　　　貸倒引当金 △ ９１３ △ ７７３ １４０

　　　投資その他の資産合計 １８６，５８９ １９８，３３８ １１，７４９

　　固定資産合計 ２，８３８，０４３ ２，８０３，５６９ △ ３４，４７３

　流動資産

　　現金及び預金 ８，６７５ ５，６０５ △ ３，０６９

　　売掛金 ２２４，１８１ ２３０，７３６ ６，５５４

　　未収入金 １１７，１０４ １１９，１０６ ２，００１

　　貯蔵品 ２６，２２１ ２６，００５ △ ２１６

　　前渡金 １，７７１ １，５１３ △ ２５８

　　前払費用 ７，８１４ ７，８８６ ７１

　　繰延税金資産 ７，１７８ ６，６７４ △ ５０３

　　預け金 １９６，５３２ ２８８，４６８ ９１，９３５

　　その他の流動資産 １０，９３９ １１，８５３ ９１４

　　貸倒引当金 △ ４４２ △ ３２７ １１４

　　流動資産合計 ５９９，９７７ ６９７，５２１ ９７，５４３

　資産合計 ３，４３８，０２１ ３，５０１，０９１ ６３，０６９

（平成28年３月31日） （平成29年３月31日）

 ２．比較貸借対照表 

科 目
第 17 期 第 18 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ３６５，８３５ ２２５，２２０ △ １４０，６１５

　　リース債務 １，４１０ １，４９４ ８４

　　退職給付引当金 ２３５，９１９ ２４７，３６６ １１，４４６

　　ポイントサービス引当金 ８，５７４ ４，１４５ △ ４，４２９

　　未使用テレホンカード引当金 ８，６７１ ８，４６０ △ ２１１

　　環境対策引当金 ５，２８９ ３，６３７ △ １，６５２

　　資産除去債務 １，０９２ ９０２ △ １８９

　　その他の固定負債 ２１，６８２ ３４，６７２ １２，９８９

　　固定負債合計 ６４８，４７５ ５２５，８９８ △ １２２，５７６

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 ６５，１２０ １４０，６１５ ７５，４９５

　　買掛金 ８５，２２９ ８９，０２９ ３，７９９

　　リース債務 ４１７ ４５９ ４２

　　未払金 １９８，７６５ １９８，６２０ △ １４５

　　未払費用 １４，９５３ １５，６１３ ６５９

　　未払法人税等 １１，７９３ １４，１８６ ２，３９３

　　前受金 ７，６５７ ９，１８５ １，５２８

　　預り金 ２０３，９８３ ２１５，７５８ １１，７７４

　　前受収益 １０６ ９１ △ １４

　　環境対策引当金 ２，６０１ ２，２８５ △ ３１５

　　資産除去債務 － １ １

　　その他の流動負債 ２，８８０ ２，８８８ ７

　　流動負債合計 ５９３，５０８ ６８８，７３５ ９５，２２６

　負債合計 １，２４１，９８３ １，２１４，６３３ △ ２７，３４９

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ３３５，０００ ３３５，０００ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

　　　資本剰余金合計 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　特別償却準備金 １，６５７ １，０９２ △ ５６５

　　　　圧縮積立金 １３，１９７ １３，１９７ △ ０

　　　　繰越利益剰余金 ３４２，３３６ ４３３，１６９ ９０，８３３

　　　利益剰余金合計 ３５７，１９１ ４４７，４５９ ９０，２６７

　　株主資本合計 ２，１９１，９１８ ２，２８２，１８６ ９０，２６７

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ４，１１９ ４，２７１ １５２

　　評価・換算差額等合計 ４，１１９ ４，２７１ １５２

　純資産合計 ２，１９６，０３７ ２，２８６，４５７ ９０，４１９

負債・純資産合計 ３，４３８，０２１ ３，５０１，０９１ ６３，０６９

科 目
（平成28年３月31日） （平成29年３月31日）

第 17 期 第 18 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 １，５８５，５８０ １，５３４，７４５ △ ５０，８３４

　営業費用

　　営業費 ３３５，４７５ ３１７，１６８ △ １８，３０７

　　運用費 ８，１８９ ７，８６９ △ ３１９

　　施設保全費 ３９１，８７１ ３８３，９９４ △ ７，８７７

　　共通費 ９２，２６９ ８６，２７４ △ ５，９９４

　　管理費 ８４，４８２ ８６，７３２ ２，２５０

　　試験研究費 ３９，６９６ ３８，８３７ △ ８５９

　　減価償却費 ３３７，４７４ ２９０，１９１ △ ４７，２８３

　　固定資産除却費 ５４，５６９ ５５，７２５ １，１５５

　　通信設備使用料 ２８，２８９ ２６，５６８ △ １，７２１

　　租税公課 ７２，４５５ ７４，２４１ １，７８５

　　営業費用合計 １，４４４，７７５ １，３６７，６０３ △ ７７，１７２

　電気通信事業営業利益 １４０，８０４ １６７，１４２ ２６，３３７

附帯事業営業損益

　営業収益 １３６，７２６ １３７，４９７ ７７０

　営業費用 １１５，７０２ １１５，５３４ △ １６８

　附帯事業営業利益 ２１，０２４ ２１，９６２ ９３８

営業利益 １６１，８２８ １８９，１０４ ２７，２７６

営業外収益

　受取利息 １３８ ２６ △ １１２

　受取配当金 ３，１６９ ３，２２６ ５７

　固定資産売却益 ７，７８９ １４，３６３ ６，５７４

　雑収入 ６，４１５ ２，６４７ △ ３，７６７

　営業外収益合計 １７，５１２ ２０，２６３ ２，７５０

営業外費用

　支払利息 ４，９８７ ４，６６９ △ ３１７

　雑支出 ９１４ ２６０ △ ６５３

　営業外費用合計 ５，９０１ ４，９３０ △ ９７１

経常利益 １７３，４３９ ２０４，４３８ ３０，９９８

特別損失

　事業譲渡損 ３，７５８ － △ ３，７５８

　特別損失合計 ３，７５８ － △ ３，７５８

税引前当期純利益 １６９，６８１ ２０４，４３８ ３４，７５６

法人税、住民税及び事業税 ４５，５８２ ６７，４６１ ２１，８７８

法人税等調整額 ５，３１２ △ １２，６８６ △ １７，９９９

当期純利益 １１８，７８６ １４９，６６３ ３０，８７７

 ３．比較損益計算書 

増 減 （ △ ）
平成28年３月31日まで 平成29年３月31日まで
平成27年４月１日から 平成28年４月１日から

第 17 期 第 18 期
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前事業年度  （自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 335,000 1,499,726 1,499,726 2,241 12,890 356,773 371,905 2,206,632 3,305 3,305 2,209,938

当期変動額

剰余金の配当      △ 133,500 △ 133,500 △ 133,500   △ 133,500

当期純利益      118,786 118,786 118,786   118,786

特別償却準備金の積立    67  △ 67 － －   －

特別償却準備金の取崩    △ 651  651 － －   －

圧縮積立金の積立     307 △ 307 － －   －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        813 813 813

当期変動額合計 － － － △ 583 307 △ 14,437 △ 14,713 △ 14,713 813 813 △ 13,900

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 1,657 13,197 342,336 357,191 2,191,918 4,119 4,119 2,196,037

当事業年度  （自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 335,000 1,499,726 1,499,726 1,657 13,197 342,336 357,191 2,191,918 4,119 4,119 2,196,037

当期変動額            

剰余金の配当      △ 59,395 △ 59,395 △ 59,395   △ 59,395

当期純利益      149,663 149,663 149,663   149,663

特別償却準備金の積立    90  △ 90 － －   －

特別償却準備金の取崩    △ 655  655 － －   －

圧縮積立金の取崩     △ 0 0 － －   －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        152 152 152

当期変動額合計 － － － △ 565 △ 0 90,833 90,267 90,267 152 152 90,419

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 1,092 13,197 433,169 447,459 2,282,186 4,271 4,271 2,286,457

繰越利益
剰余金

特別償却
準備金

その他利益剰余金

利益剰余金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

 ４．株主資本等変動計算書 

資本金
資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

株主資本

資本剰余金

圧縮積立金

株主資本

資本金

資本剰余金

株主資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金
特別償却
準備金

利益剰余金

その他
有価証券
評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

評価・換算差額等

圧縮積立金

評価・換算差額等

その他利益剰余金
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ４２７，８０２ ３９６，５１９ △ ３１，２８２ △ ７．３

（再）基本料 ３２１，１３７ ２９９，９９２ △ ２１，１４４ △ ６．６

（再）通話料 ３０，３１９ ２６，２７２ △ ４，０４６ △ １３．３

（再）相互接続通話料 ５１，１１８ ４５，６０６ △ ５，５１１ △ １０．８

　ＩＰ系収入 ８５５，４４４ ８５０，３８８ △ ５，０５６ △ ０．６

　専用収入（ＩＰ系除く） １０３，７６１ ９３，３０７ △ １０，４５４ △ １０．１

　電報収入 １２，８１２ １１，４２２ △ １，３８９ △ １０．８

　その他の電気通信事業収入 １８５，７５９ １８３，１０７ △ ２，６５１ △ １．４

電気通信事業営業収益合計 １，５８５，５８０ １，５３４，７４５ △ ５０，８３４ △ ３．２

附帯事業営業収益合計 １３６，７２６ １３７，４９７ ７７０ ０．６

営業収益合計 １，７２２，３０７ １，６７２，２４３ △ ５０，０６４ △ ２．９

 ５．営業実績 

第 17 期

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで 平成29年３月31日まで

科 目

第 18 期
増　減　額

（△）平成28年４月１日から
増　減　率

（％）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 １６９，６８１ ２０４，４３８ ３４，７５６

　減価償却費 ３４２，７４４ ２９５，２００ △ ４７，５４４

　固定資産除却損 ２０，３３０ ２１，４１６ １，０８６

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 ３，３００ １１，４４６ ８，１４５

　売上債権の増加（△）又は減少額 １４，２３２ △ ８，５５２ △ ２２，７８４

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 ４，６７１ ２５２ △ ４，４１８

　仕入債務の増加又は減少（△）額 １９，８２６ △ ５，４１９ △ ２５，２４５

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 △ ５，８６０ △ ５，２２９ ６３１

　その他 １５，４７９ ８，１４７ △ ７，３３２

　小計 ５８４，４０６ ５２１，７０２ △ ６２，７０４

　利息及び配当金の受取額 ３，２７６ ３，２５２ △ ２３

　利息の支払額 △ ４，９９７ △ ４，７０５ ２９１

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ３６，２３６ △ ４７，７４２ △ １１，５０６

　営業活動によるキャッシュ・フロー ５４６，４４９ ４７２，５０６ △ ７３，９４２

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ２８８，１４２ △ ２７４，１７７ １３，９６５

　固定資産の売却による収入 ８，８８６ １５，８２１ ６，９３５

　投資有価証券等の取得による支出 △ ３８５ － ３８５

　投資有価証券等の売却による収入 １，４２９ ８４７ △ ５８１

　その他 ６３３ △ ８６ △ ７１９

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２７７，５７８ △ ２５７，５９４ １９，９８４

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入金の返済による支出 △ ６６，２２０ △ ６５，１２０ １，１００

　リース債務の返済による支出 △ ５４１ △ ５４４ △ ３

　配当金の支払額 △ １３３，５００ △ ５９，３９５ ７４，１０４

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ２００，２６１ △ １２５，０５９ ７５，２０１

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 ６８，６０９ ８９，８５２ ２１，２４３

現金及び現金同等物の期首残高 １３８，６７２ ２０７，２８１ ６８，６０９

現金及び現金同等物の期末残高 ２０７，２８１ ２９７，１３４ ８９，８５２

 ６．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目

平成28年３月31日まで 平成29年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 17 期

平成27年４月１日から 平成28年４月１日から

第 18 期

-12-



- 13 - 

 

７．役 員 の 異 動 

 

 

平成２９年６月２３日予定 

 

（１）新任取締役候補 

 

中 江 康 二  （総務人事部長 総務人事部医療・健康管理センタ所長兼務） 

鳥 越   隆  （千葉事業部長 千葉事業部千葉支店長兼務） 

高 美 浩 一  （日本電信電話㈱ 経営企画部門担当部長） 

 

（２）新任監査役候補 

 

    小 林 清 志  （一般財団法人ゆうちょ財団 専務理事） 

 

（３）退任予定取締役 

 

取 締 役      柴 田  基 靖 （ＮＴＴソルコ＆北海道テレマート㈱ 入社予定） 

取 締 役      浅 野 健 志 （エヌ・ティ・ティ・インフラネット㈱ 入社予定） 

 

（４）退任予定監査役 

 

常勤監査役      佐 々 木 英 治 

 

（５）役員の人事の予定 

委嘱日 平成２９年６月２３日 

 

（新役職名および新委嘱・担当業務）   （氏  名）    （現役職名および現委嘱・担当業務） 

 

代表取締役副社長            井上 福造     代表取締役副社長 

ビジネス開発本部長                     ビジネス開発本部長 

リスクマネジメント担当                   リスクマネジメント担当 

経営企画担当                        経営企画担当 

総務人事担当                        総務人事担当 

財務担当                          財務担当                   

情報セキュリティ担当 

 

取締役                 矢野 信二     取締役 

ビジネス＆オフィス営業推進本部               経営企画部長 

副本部長                          情報セキュリティ担当 

 

取締役                 中村  浩     取締役 

宮城事業部長                        ビジネス開発本部副本部長 

宮城事業部宮城支店長兼務                  ビジネス開発本部第一部門長兼務 

東北復興推進室長兼務 
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取締役                 野池 秀幸     取締役 

東京事業部長                        北海道事業部長 

北海道事業部北海道支店長兼務 

 

取締役                 中江 康二 

総務人事部長 

総務人事部医療・健康管理センタ所長兼務 

 

取締役                 鳥越   隆 

営業推進本部販売企画部長 

営業推進本部事業推進部長兼務 

 

取締役                 高美 浩一 

経営企画部長 

 

委嘱日 平成２９年７月１日 

 

（新役職名および新委嘱・担当業務）   （氏  名）    （現役職名および現委嘱・担当業務） 

 

代表取締役副社長            井伊 基之     代表取締役副社長  

ビジネスイノベーション本部長                 ビジネス＆オフィス営業推進本部長 

 

取締役                 矢野 信二     取締役 

ビジネスイノベーション本部                 ビジネス＆オフィス営業推進本部 

副本部長                          副本部長 

 

取締役                 澁谷 直樹     取締役 

ネットワーク事業推進本部                  ネットワーク事業推進本部 

設備企画部長                        設備企画部長 

東京オリンピック･パラリンピック               ２０２０準備担当 

推進室長兼務                       

 

取締役                 原田 清志     取締役 

ビジネスイノベーション本部                 ビジネス＆オフィス営業推進本部 

副本部長                          副本部長 

ビジネスイノベーション本部                 ビジネス＆オフィス営業推進本部                

バリュークリエイト部長兼務                 ビジネス営業部長兼務  

 

取締役                 野池 秀幸     取締役 

東京事業部長                        東京事業部長 

東京事業部 

東京オリンピック･パラリンピック 

推進室長兼務 

 

（注）・新任監査役候補の小林清志氏は、社外監査役候補者です。 

   ・退任予定取締役は第１８回定時株主総会（６月２３日）終結時をもって辞任の予定です。 

   ・退任予定監査役は第１８回定時株主総会（６月２３日）終結時をもって辞任の予定です。 

 

以  上 



 
 
 
 
 
 
 
 

平成２９年５月１５日 

 

 

平成２８年度（第１８期）決算について 

 
 
 

  西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）の平成２８年度（第１８期）決算に 

ついて、別添のとおりお知らせします。 

 
 
 

（別添） 

１． 当期の事業の概況 

２． 比較貸借対照表 

３． 比較損益計算書 

４． 株主資本等変動計算書 

５． 営業実績 

６． 比較キャッシュ・フロー計算書 

７． 役員の異動 

 

 

 【本件に関するお問い合わせ先】 

ＮＴＴ西日本 財務部 会計部門 

前川 ・ 山下 

ＴＥＬ :０６－４７９３－３１４１ 

E-Mail：kessan-info@west.ntt.co.jp 
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１.当期の事業の概況 

 

 

情報通信は、ＡＩ、ビッグデータ、ＩｏＴ等の進展による新たなＩＣＴ社会の形成を通じ

て、社会経済活動の効率化・活性化、国民生活の利便性向上、地方創生等に大きく貢献する

ことが期待されており、官民一体となってその実現に取り組んでいるところです。 

また、情報通信市場は、ブロードバンド化・グローバル化の進展、スマートデバイスやソ

ーシャルメディア等の普及により、ニーズや利用形態の高度化・多様化が更に進み、ビッグ

データ、ＩｏＴの活用、プラットフォーム型サービスやクラウドサービスの拡大等、市場構

造の変化が進展しています。地域通信市場においても、光アクセスラインやＣＡＴＶを利用

したブロードバンドサービスのキャリア間競争に加え、モバイルの高速化によるサービス間

競争が進み、固定と移動、通信と放送、更には、多様な無線端末の活用によるサービスの融

合が進展する等、大きく変化してきています。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境の中、良質かつ安定的なユニバーサルサ

ービスの提供に努めるとともに、ネットワークの光化・ＩＰ化への円滑なマイグレーション

の推進、ブロードバンドサービスの基盤となる光アクセス網の充実等、電気通信における信

頼性・公平性の確保に努めました。 

また、お客様が“より快適で安心・安全に”、“いつでもどこでも何にでも”つながるブロ

ードバンドネットワーク環境を実現するとともに、お客様の“利用形態にあわせた多様かつ

低廉な料金プラン”、ならびに“多彩なサービス”の提供に努めました。 

 

 

＜１＞光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

光・ＩＰ系サービスの推進については、より快適で安心・安全な次世代ネットワーク（Ｎ

ＧＮ）の提供を進め、光アクセスラインを利用したひかり電話や映像配信サービス、ビジネ

ス向けサービスの展開、更には多様なサービス提供事業者様への光コラボレーションモデル

の適正かつ公平な提供やアライアンスの推進による新たなサービスの創造に取り組むととも

に、サービス・品質の向上に取り組みました。 

光アクセスサービスについては、前期に引き続き、「フレッツ光」等を様々なサービス提供

事業者様に卸提供する「光コラボレーションモデル」において、新規サービス提供事業者様

の積極的な開拓、既提供事業者様に対する支援活動等を展開し、更なる拡大に努めました。  

なお、平成 29 年 3 月末現在、本モデルの提供事業者数は 380 社を超えており、契約数は

300万契約を突破しています。 

また、お客様がより快適にインターネット等をご利用いただけるよう、「Ｂフレッツ（マン

ションタイプ、ファミリー100タイプ/ビジネスタイプ/ベーシックタイプ）」と「フレッツ・

光プレミアム」から、高性能な「フレッツ 光ネクスト」への円滑なマイグレーションに取り

組みました。 

「フレッツ光」については、会員制プログラム「ＣＬＵＢ ＮＴＴ－Ｗｅｓｔ」のポイント

交換商材ラインナップ拡充等、継続してお客様にご利用いただけるよう、内容の充実に取り

組みました。 
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以上の結果、光アクセスサービス全体の契約数は、平成 29年 3月末現在、880万契約を突

破しています。 

光ＩＰ電話については、法人向け光ＩＰ電話サービスである「ひかり電話オフィスＡ（エ

ース）」「ひかり電話オフィスタイプ」の合計契約数が平成 28年 9月 5日に 200万チャネルを

突破しました。 

Ｗｉ－Ｆｉサービスについては、自治体様と連携し、「ご当地フリーＷｉ－Ｆｉ」を地方創

生に資するＩＣＴ基盤として、提供エリアの拡大に取り組み、平成 29 年 3 月末時点、29 府

県・80を超える自治体様にご利用いただいております。 

 

＜２＞ソリューションビジネスの取り組み 

企業・自治体等のお客様には、前期に引き続き、アライアンス提案やソリューション提案

を積極的に行い、ＩＣＴの利活用により地域のお客様に喜んでいただけるよう「スマート光

ソリューション」 を展開してまいりました。 

アライアンスによる新たなサービス展開については、あらゆるモノがインターネットを通

じてつながるＩｏＴに求められる、低消費電力で広範囲をカバーできるＬＰＷＡネットワー

クの利活用に向け、積水化学工業株式会社様と農業における給水管理、水位・温度制御等の

遠隔操作を行うフィールドトライアルを実施した他、ダイキン工業株式会社様と空調機をＬ

ＰＷＡに接続し、空調機の稼働状況や屋内外の空間情報を常時監視するフィールドトライア

ル等に取り組みました。また、株式会社フェイス様とのアライアンスにより、店内ＢＧＭサ

ービス、サイネージ、防犯カメラ等の店舗運営を支援するサービスをワンパッケージ化した

「ＦａＲａｏ ＰＲＯ 光ＢＯＸ＋」を提供開始した他、株式会社百戦錬磨様とのアライアンス

により、今後、飛躍的な拡大が想定される民泊分野において、安心・便利な公認民泊環境の

構築をめざし、民泊施設オーナー様向けに通信環境の構築及び各種宿泊者サポートを実現す

るトータル支援ソリューションパッケージ「民泊サポートパック」の試験提供を行いました。 

新たなサービスとしては、内線機能やグループ着信機能をはじめとしたＰＢＸの基本機能

をクラウドで提供する「ひかりクラウドＰＢＸ」を新たに提供開始する等、サービスの拡充

に取り組みました。 

 

＜３＞事業運営体制の状況等 

「安心・安全な社会づくり」に向けては、平成 28年 5月に三重県で開催された伊勢志摩サ

ミットにおいて、サミット対策本部を確立し、本社および現地の支店と連携した保守強化等

に取り組むとともに、サイバー攻撃へのセキュリティ強化の徹底に努めることでサミットの

円滑な運営に貢献しました。 

災害対策に対する取り組みとして、平成 28年 4月に発生した熊本地震等において、他エリ

アからの広域支援体制を早期に構築することで、サービスの回復と設備復旧に努めました。

さらに、災害用伝言ダイヤルや特設公衆Ｗｉ－Ｆｉ、特設公衆電話やポータブル衛星電話等

の提供を行い、被災地におけるお客様の安否や被災情報を確認する通信手段の提供に努めま

した。 

また、今後の大規模災害等による避難所開設時、避難された方々に対して速やかに通信手

段の提供ができるよう、当社のサービス提供地域の多くの自治体様と「特設公衆電話の設置・

利用に関する協定」を締結し、特設公衆電話の事前設置を行いました。 
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設備事故の未然防止については、引込線垂下りによる第三者事故撲滅に向けた計画的な設

備点検を実施するとともに、現場作業における人身事故防止について、安全推進強化期間の

設定による安全施策の展開等に取り組みました。 

その他、一層の経営の効率化に向けては、端末機器の利活用及び資材調達業務の効率化に

よる物品費の低減や、光サービス工事の更なる効率化等に取り組みました。 

 

＜４＞ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

 ＣＳＲの推進については、お客さまの“バリューパートナー”として、最高のサービスと

信頼を提供し、“コミュニケーション”を通じて、人と社会と地球がつながる安心・安全で豊

かな社会の実現に貢献することを謳った「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成 28年 5月 12日

改定）を基本 に、「コンプライアンスの徹底」「安心・安全な社会づくり」「事業を通じた価

値創造」を「ＮＴＴ西日本グループＣＳＲ活動の３つの柱」として構築するとともに、これ

らに対応した活動の「視える化」指標を策定し、社員一人ひとりが法令等の遵守、安心・安

全な通信サービスの提供、環境負荷低減等の活動に取り組みました。 

コンプライアンスの徹底については、ＮＴＴ西日本グループの信頼を揺るがすリスクの高

い「業務上の不正」「飲酒運転」「情報セキュリティ事故」「パワーハラスメント」の根絶と「人

権の尊重」の遵守に向け、啓発活動の推進を目的にポスターを作成した他、全社員研修の実

施により、コンプライアンスの徹底に向けた意識醸成、再発防止に取り組みました。  

また、社会貢献活動の一環として、耳や言葉の不自由な方が外出先で用件や連絡先等を書

いて近くの方に協力をお願いするためのコミュニケーションツールとして昭和 58年より「電

話お願い手帳（冊子版）」を継続して発行してまいりましたが、近年、インターネットに接続

できる携帯端末等（スマートフォン、フィーチャーフォン等）の普及が進んでいることを踏

まえ、利用者の利便性向上を目的に「電話お願い手帳Ｗｅｂ版/アプリ版」を開発し、平成

28年 12月 21日より提供を開始しました。 

環境経営については、「グリーンＮＴＴ西日本戦略」（平成 24 年 6 月制定）に基づき、「環

境グランドデザインの達成」に向けて、電力使用量削減、紙使用量削減、廃棄物削減に取り

組むことで環境負荷低減に貢献するとともに 、「生物多様性保全活動の推進」を目的とした

「ＮＴＴ西日本 みどりいっぱいプロジェクト」では、植樹・植栽、草刈、清掃活動等の地域

に密着した活動を実施する等、地球環境保護活動を行いました。 

これらＣＳＲの取り組みについては、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」の理念を浸透させつつ、

ＮＴＴ西日本グループ一体となったＣＳＲ活動の一層の推進や環境経営の強化に努めていま

す。なお、ステークホルダーへの情報開示のために「ＮＴＴ西日本グループＣＳＲ報告書 2016」

及び「ＮＴＴ西日本グループ環境年次報告 2016」を公開しました。 

 

＜５＞営業収益等 

以上の結果、営業収益は 1兆 4,790億円（前期比 3.2％減）、営業利益は 951億円（前期比

28.5％増）、経常利益は 881億円（前期比 31.3％増）、当期純利益は 597億円（前期比 17.5％

減）となりました。 

 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産 　

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 ３７１，００４ ２９７，７５７ △ ７３，２４７

　　　　空中線設備 ６，２２４ ５，８９５ △ ３２８

　　　　端末設備 １７，１６６ １１，３１８ △ ５，８４７

　　　　市内線路設備 ９９３，０４０ １，０５１，３００ ５８，２６０

　　　　市外線路設備 ２，１３８ １，６９３ △ ４４５

　　　　土木設備 ５３０，５０１ ５１７，７２４ △ １２，７７６

　　　　海底線設備 ３，５８７ ３，１３１ △ ４５６

　　　　建物 ３２７，９１１ ３１２，９２４ △ １４，９８７

　　　　構築物 １３，４４５ １０，９１８ △ ２，５２６

　　　　機械及び装置 １，３５９ １，０３６ △ ３２２

　　　　車両及び船舶 ３７１ ２９４ △ ７７

　　　　工具、器具及び備品 ３１，５１３ ３４，４２５ ２，９１２

　　　　土地 １７３，８４１ １７３，０９２ △ ７４９

　　　　リース資産 １６５ １５１ △ １３

　　　　建設仮勘定 １８，４８８ ３１，２９４ １２，８０６

　　　　有形固定資産合計 ２，４９０，７６１ ２，４５２，９６０ △ ３７，８０１

　　　無形固定資産 ６５，９１４ ６４，４４４ △ １，４７０

　　　電気通信事業固定資産合計 ２，５５６，６７６ ２，５１７，４０４ △ ３９，２７１

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 ４，９９４ ４，２４３ △ ７５０

　　　関係会社株式 ３８，４８１ ４０，００１ １，５２０

　　　出資金 ６３７ ６１０ △ ２６

　　　長期前払費用 ３，４１１ ３，９７１ ５６０

　　　前払年金費用 － ３，４３９ ３，４３９

　　　繰延税金資産 １１６，０６６ １２８，９００ １２，８３３

　　　その他の投資及びその他の資産 ６，６６０ ６，４３８ △ ２２２

　　　貸倒引当金 △ ６３８ △ ６８１ △ ４３

　　　投資その他の資産合計 １６９，６１３ １８６，９２４ １７，３１１

　　固定資産合計 ２，７２６，２８９ ２，７０４，３２９ △ ２１，９６０

　流動資産

　　現金及び預金 ２１，７６５ １８，２５１ △ ３，５１４

　　売掛金 ２０１，１５５ １９９，８２０ △ １，３３４

　　未収入金 ８９，６７４ ７９，４０２ △ １０，２７２

　　有価証券 ６ ６ －

　　貯蔵品 ３４，６５６ ２９，９５０ △ ４，７０５

　　前渡金 ３，８６７ ４，５９２ ７２４

　　前払費用 ６，２８１ ６，６８８ ４０６

　　繰延税金資産 ５，５４３ ４，９４４ △ ５９８

　　預け金 ５０，０００ ４８，０００ △ ２，０００

　　その他の流動資産 ８，５３７ ８，０８２ △ ４５５

　　貸倒引当金 △ ５１４ △ ３３９ １７４

　　流動資産合計 ４２０，９７３ ３９９，３９８ △ ２１，５７４

　資産合計 ３，１４７，２６３ ３，１０３，７２８ △ ４３，５３４

（平成28年３月31日） （平成29年３月31日）

 ２．比較貸借対照表 

科 目
第 17 期 第 18 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ６５１，７０７ ５９１，０００ △ ６０，７０７

　　リース債務 ７０６ ６７８ △ ２８

　　退職給付引当金 ２３３，５７４ ２４２，２５１ ８，６７７

　　ポイントサービス引当金 ４，６７２ ３，７９２ △ ８７９

　　未使用テレホンカード引当金 ８，２００ ８，０００ △ ２００

　　環境対策引当金 ９，０７４ ９，０７４ －

　　資産除去債務 ３６１ ２２８ △ １３２

　　その他の固定負債 ４，８３７ ４，０７１ △ ７６５

　　固定負債合計 ９１３，１３４ ８５９，０９７ △ ５４，０３６

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １２７，１２０ １１０，７０７ △ １６，４１２

　　買掛金 ７０，０６７ ７１，６３５ １，５６７

　　短期借入金 １４２，４６５ １０５，２５９ △ ３７，２０５

　　リース債務 １９８ １９１ △ ６

　　未払金 １７８，４２１ １９９，１３３ ２０，７１２

　　未払費用 １４，３６８ １３，５７２ △ ７９５

　　未払法人税等 ８，１０２ ８，７３１ ６２９

　　前受金 ２，８１４ ２，１８４ △ ６３０

　　預り金 １２９，４９０ １４３，９４５ １４，４５５

　　前受収益 １６ １５ △ １

　　災害損失引当金 － ４，０９６ ４，０９６

　　環境対策引当金 ２，４６７ ２，３６１ △ １０６

　　資産除去債務 － １３３ １３３

　　その他の流動負債 ２，６３１ ３，３０７ ６７６

　　流動負債合計 ６７８，１６３ ６６５，２７７ △ １２，８８６

　負債合計 １，５９１，２９７ １，５２４，３７４ △ ６６，９２２

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ３１２，０００ ３１２，０００ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

　　　資本剰余金合計 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 ７３，３５８ ９６，９１１ ２３，５５３

　　　利益剰余金合計 ７３，３５８ ９６，９１１ ２３，５５３

　　株主資本合計 １，５５５，４１２ １，５７８，９６５ ２３，５５３

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ５５３ ３８８ △ １６４

　　評価・換算差額等合計 ５５３ ３８８ △ １６４

　純資産合計 １，５５５，９６５ １，５７９，３５３ ２３，３８８

負債・純資産合計 ３，１４７，２６３ ３，１０３，７２８ △ ４３，５３４

科 目
（平成28年３月31日） （平成29年３月31日）

第 17 期 第 18 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 １，３７２，５７１ １，３２５，５８５ △ ４６，９８６

　営業費用

　　営業費 ３２３，０７６ ２９６，６８８ △ ２６，３８８

　　運用費 １０，１７６ ９，６４８ △ ５２７

　　施設保全費 ３４７，４２９ ３３９，１１９ △ ８，３０９

　　共通費 ６０，１６７ ５７，４４９ △ ２，７１８

　　管理費 ７２，２４６ ７１，３４６ △ ８９９

　　試験研究費 ３９，５２２ ３８，９４７ △ ５７４

　　減価償却費 ３１３，７２４ ２８４，４０５ △ ２９，３１８

　　固定資産除却費 ５５，９９５ ５３，０１２ △ ２，９８３

　　通信設備使用料 ２５，４８５ ２６，０３５ ５４９

　　租税公課 ６５，１１６ ６５，８３１ ７１５

　　営業費用合計 １，３１２，９４１ １，２４２，４８５ △ ７０，４５５

　電気通信事業営業利益 ５９，６３０ ８３，０９９ ２３，４６９

附帯事業営業損益

　営業収益 １５５，４５２ １５３，４３０ △ ２，０２１

　営業費用 １４１，０１０ １４１，３４３ ３３３

　附帯事業営業利益 １４，４４２ １２，０８６ △ ２，３５５

営業利益 ７４，０７２ ９５，１８６ ２１，１１３

営業外収益

　受取利息 ２ ０ △ １

　有価証券利息 １ １１ １０

　受取配当金 １，５６８ ６１５ △ ９５２

　雑収入 ４，２０５ ２，３３０ △ １，８７４

　営業外収益合計 ５，７７５ ２，９５７ △ ２，８１７

営業外費用

　支払利息 ９，４１０ ７，１１４ △ ２，２９５

　雑支出 ３，２９０ ２，８７５ △ ４１５

　営業外費用合計 １２，７０１ ９，９８９ △ ２，７１１

経常利益 ６７，１４６ ８８，１５４ ２１，００７

特別損失

　災害特別損失 － ６，９１５ ６，９１５

　特別損失合計 － ６，９１５ ６，９１５

税引前当期純利益 ６７，１４６ ８１，２３９ １４，０９２

法人税、住民税及び事業税 ２１，４４９ ３３，６３１ １２，１８２

法人税等調整額 △ ２６，７２７ △ １２，１６２ １４，５６４

当期純利益 ７２，４２５ ５９，７７０ △ １２，６５５

 ３．比較損益計算書 

平成28年４月１日から平成27年４月１日から
平成29年３月31日まで

第 17 期 第 18 期

増 減 （ △ ）
平成28年３月31日まで
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前事業年度  （自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 312,000 1,170,054 1,170,054 15,934 15,934 1,497,988 738 738 1,498,726

当期変動額          

剰余金の配当    △ 15,000 △ 15,000 △ 15,000   △ 15,000

当期純利益    72,425 72,425 72,425   72,425

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      △ 185 △ 185 △ 185

当期変動額合計 － － － 57,424 57,424 57,424 △ 185 △ 185 57,239

当期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 73,358 73,358 1,555,412 553 553 1,555,965

当事業年度  （自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 312,000 1,170,054 1,170,054 73,358 73,358 1,555,412 553 553 1,555,965

当期変動額          

剰余金の配当    △ 36,216 △ 36,216 △ 36,216   △ 36,216

当期純利益    59,770 59,770 59,770   59,770

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      △ 164 △ 164 △ 164

当期変動額合計 － － － 23,553 23,553 23,553 △ 164 △ 164 23,388

当期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 96,911 96,911 1,578,965 388 388 1,579,353

 ４．株主資本等変動計算書 

純資産
合計

資本金

資本剰余金

評価・換算
差額等
合計

株主資本
合計

その他
有価証券
評価

差額金

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計

評価・換算差額等

資本
準備金

株主資本

利益剰余金

資本
剰余金
合計 繰越利益

剰余金

評価・換算差額等株主資本

資本剰余金

株主資本
合計

資本金

繰越利益
剰余金

利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計

評価・換算
差額等
合計

その他
有価証券
評価

差額金

純資産
合計
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ４２８，６４５ ３９６，２７２ △ ３２，３７２ △ ７．６

（再）基本料 ３１９，６８７ ２９８，３４０ △ ２１，３４７ △ ６．７

（再）通話料 ２８，２５９ ２４，５９０ △ ３，６６９ △ １３．０

（再）相互接続通話料 ５５，８４０ ４９，６７６ △ ６，１６４ △ １１．０

　ＩＰ系収入 ７０２，７１２ ６９７，２５２ △ ５，４６０ △ ０．８

　専用収入（ＩＰ系除く） ９３，３８３ ８６，３６２ △ ７，０２０ △ ７．５

　電報収入 １４，０８８ １２，６２５ △ １，４６２ △ １０．４

　その他の電気通信事業収入 １３３，７４１ １３３，０７１ △ ６６９ △ ０．５

電気通信事業営業収益合計 １，３７２，５７１ １，３２５，５８５ △ ４６，９８６ △ ３．４

附帯事業営業収益合計 １５５，４５２ １５３，４３０ △ ２，０２１ △ １．３

営業収益合計 １，５２８，０２３ １，４７９，０１５ △ ４９，００８ △ ３．２

 ５．営業実績 

第 17 期

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで 平成29年３月31日まで

科 目

第 18 期
増　減　額

（△）平成28年４月１日から
増　減　率

（％）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 ６７，１４６ ８１，２３９ １４，０９２

　減価償却費 ３１７，０８２ ２８７，６２０ △ ２９，４６２

　固定資産除却損 ２６，６４１ １９，２８５ △ ７，３５５

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 ３，６２１ ８，６７７ ５，０５５

　売上債権の増加（△）又は減少額 ５，８５２ １１，３７７ ５，５２５

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 △ ９０２ ４，５９９ ５，５０２

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ ８，７５９ ７，７９９ １６，５５９

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 △ ４，０８５ △ ２，２４１ １，８４４

　その他 △ ５，９５７ ２１，８４１ ２７，７９９

　小計 ４００，６３７ ４４０，１９９ ３９，５６１

　利息及び配当金の受取額 １，５７１ ６２８ △ ９４２

　利息の支払額 △ ９，４７７ △ ７，５７５ １，９０２

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ５，５２８ △ ２４，４２８ △ １８，９００

　営業活動によるキャッシュ・フロー ３８７，２０３ ４０８，８２４ ２１，６２０

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ２８４，７４６ △ ２６１，７５９ ２２，９８６

　固定資産の売却による収入 ２，２７５ ６５０ △ １，６２４

　投資有価証券等の取得による支出 △ ８６５ △ ３，１００ △ ２，２３５

　投資有価証券等の売却による収入 ４６２ ５７６ １１３

　その他 ２６５ ６１ △ ２０３

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２８２，６０７ △ ２６３，５７１ １９，０３６

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 － ５０，０００ ５０，０００

　長期借入金の返済による支出 △ １７５，６００ △ １２７，１２０ ４８，４８０

　短期借入による増減（△）額 ６７，４６２ △ ３７，２０５ △ １０４，６６７

　リース債務の返済による支出 △ ２２７ △ ２２４ ２

　配当金の支払額 △ １５，０００ △ ３６，２１６ △ ２１，２１６

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ １２３，３６５ △ １５０，７６６ △ ２７，４０１

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 △ １８，７６９ △ ５，５１４ １３，２５５

現金及び現金同等物の期首残高 ９０，５３５ ７１，７６５ △ １８，７６９

現金及び現金同等物の期末残高 ７１，７６５ ６６，２５１ △ ５，５１４

 ６．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目 平成27年４月１日から 平成28年４月１日から
平成28年３月31日まで 平成29年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 17 期 第 18 期
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７. 役 員 の 異 動 

                              

 平成２９年６月２３日予定 

 

（１）新任取締役候補      

    山 田 邦 裕   （現：アライアンス営業本部 光コラボレーション営業部長） 

    上 山 圭 司   （現：熊本支店長 九州事業本部 副本部長兼務） 

    小 澤 正 憲   （現：日本電信電話㈱ 総務部門 担当部長） 

 

（２）退任予定取締役 

    取締役     古 堅 一 成  （日本コムシス㈱入社予定） 

    取締役     北 村 美 樹 浩 （㈱ＮＴＴファシリティーズ入社予定） 

  

  （３）役員人事の予定について 

                              委嘱日 平成２９年６月２３日 

 

〔新役職名及び新委嘱・担当業務〕  （氏   名）    〔現役職名及び現委嘱・担当業務〕 

 

   代表取締役副社長        黒 田  吉 広    代表取締役副社長 

   設備本部長                       設備本部長 

   技術革新部担当                     設備本部ネットワーク部長兼務 

                               技術革新部担当 

   

   取締役             遠 竹  泰      取締役 

   設備本部                        設備本部 

ネットワーク部長                    サービスマネジメント部長 

    

   取締役             上 原  一 郎    取締役 

   ビジネス営業本部長                   九州事業本部長  

福岡支店長兼務 

    

   取締役             岸 本  照 之    取締役 

   関西事業本部長                      

   大阪支店長兼務 

 

   取締役             坂 口  隆 冨 美   取締役 

   設備本部 

    サービスマネジメント部長 

 

   取締役             山 田  邦 裕 

   アライアンス営業本部 

    光コラボレーション営業部長 
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 取締役             上 山  圭 司     

 

   取締役             小 澤  正 憲     

   九州事業本部長 

   福岡支店長兼務 

 

 

 

委嘱日 平成２９年７月１日 

 

〔新役職名及び新委嘱・担当業務〕  （氏   名）    〔現役職名及び現委嘱・担当業務〕 

 

   代表取締役副社長        太 田  真 治    代表取締役副社長 

   アライアンス営業本部長                 アライアンス営業本部長 

   ビジネス営業本部担当                  ビジネス営業本部担当 

   営業推進部担当                     マーケティング部担当 

   経営企画部担当                     経営企画部担当 

   財務部担当                       財務部担当 

   人事部担当                       人事部担当 

   総務部担当                       総務部担当 

   コンプライアンス・ＣＳＲ担当              コンプライアンス・ＣＳＲ担当 

 

 

（注） 

・上原一郎氏については、ＮＴＴビジネスソリューションズ（株）代表取締役社長へ就任予定。 

・上山圭司氏については、（株）エヌ･ティ･ティ ネオメイト代表取締役社長へ就任予定。 

 

以  上 



 

2017 年 5 月 15 日 
 
 
 
 

2016 年度(第 18 期)決算について 
 

 

NTT コミュニケーションズの 2016 年度(第 18 期)決算について、別添の 

とおりお知らせいたします。 

 

 

（別添） 

Ⅰ．業績の概況 

Ⅱ．NTT コミュニケーションズグループ決算概況 

Ⅲ．比較貸借対照表（単体） 

Ⅳ．比較損益計算書（単体） 

Ⅴ．株主資本等変動計算書（単体） 

Ⅵ．営業収益内訳（単体） 

Ⅶ．比較キャッシュ・フロー計算書（単体） 

Ⅷ．役員の異動 
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I. 業 績 の 概 況 
 
 

(1) 市場環境および事業基盤の変化 

世界経済は、緩やかな回復基調にあるものの、国際政治上の不安要素もあり、先行きは

不透明になっています。多くの企業では、ビジネスのデジタルトランスフォーメーション

/as a Service 化が進展し、ICT の検討/利用主体が IT 部門だけでなく事業部門にも拡大し

ており、ICT 市場においても、Software Defined 化されたサービス範囲の拡大、海外事業

者による IaaS の寡占化、AI の高度化/開発強化等が進展するなど、市場構造が目まぐるし

く変化し、多様かつ熾烈な競争がグローバルレベルで激化している状況にあります。 

 

(2) 経営概況 

NTT コミュニケーションズは、このような環境変化を踏まえ、新たな事業ビジョン「ビ

ジョン 2020」と新コーポレートスローガン「Transform.Transcend.」を定めました。2016

年度は、この新スローガンのもとグローバルシームレスを最大限活用したソリューション

モデルの提案を推進するとともに、自動化やプロセス効率化も追求、自らもデジタルトラ

ンスフォーメーションにより競争力を強化し、お客さま企業のビジネスプロセス革新と新

たなビジネスモデル創出を目指してきました。 

 

具体的には、通信事業者ならではの強みを有するクラウド、データセンター、ネットワ

ーク、アプリケーション、セキュリティ、マネージド ICT などの各種サービスをグローバ

ルレベルで最適に組み合わせた「シームレス ICT ソリューション」により、グローバルレ

ベルで統一的にマネジメントされた ICT 環境、低コスト・柔軟・オンデマンドな ICT 環境、

ビジネスを支える安心安全な ICT 環境を実現し、お客さまの意思決定の迅速化や生産性の

向上などのビジネスプロセスの革新や新たなビジネス創出に貢献しました。 

加えて、アナリストによるベンダ比較レポートの評価では、グローバルネットワーク事

業者としてのトップカテゴリーである「リーダー」のポジションを 4年連続で獲得すると

ともに、アジア／パシフィック地域におけるクラウド事業者評価でも 2年連続「リーダー」

のポジションを獲得しました。サービスにおいては、グローバルクラウドビジョンに基づ

きサービス競争力を更に強化しました。各事業分野別の主な取り組みは以下の通りです。 

 

＜各事業分野別の取り組み＞ 

○クラウド基盤： 

世界 11 カ国 14 拠点に基盤を展開する企業向けクラウドサービス「Enterprise Cloud」

においては、2016 年 3 月に日本で大幅機能拡充を行い、2016 年 4 月以降、各国へ海外展開

を行いました。また、パートナー連携において、2016 年 10 月にミランティス・ジャパン

株式会社と OpenStack のマネージドプライベートクラウド提供に向けた協業、2016 年 11

月に株式会社 NTT データ、Pivotal ジャパン株式会社、Intel Corporation とクラウドネイ

ティブソリューションの開発・提供に向けた協業、2017 年 2 月に Virtustream, Inc.およ

び EMC ジャパン株式会社と大規模 SAP システムなどに対応する共有型クラウド基盤サービ

スの開発・販売に向けた協業、2017 年 3 月に日本マイクロソフト株式会社と企業向けのハ

イブリッドクラウド基盤の共同開発・営業連携に向けた協業に、合意しました。 

データセンターサービス「Nexcenter」では、2016 年 4 月に「バージニア アッシュバー

ン 2（VA2）データセンター」、2016 年 12 月に「東京第 9 データセンター」の提供を開始

しました。また、2016 年 12 月に「バージニア アッシュバーン 3 (VA3) データセンター」

の建設を開始しました。 

また、Software Defined 技術を活用した「SDｘ＋M」ソリューションにおいては、

「Enterprise Cloud」、「Nexcenter」、そして「Amazon Web Services」などを含む複数のク

ラウドサービス間を、グローバルシームレス・高速・セキュアに接続する「Software-Defined 
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Exchange Service（SD-Exchange）」の提供を 2017 年 3 月より開始しました。 

 

○データネットワーク： 

高品質・高信頼な VPN「Arcstar Universal One」では、セキュリティオプションサービ

ス「セキュアインターネット接続機能（vUTM）」を 2016 年 10 月より提供開始しました。ま

た、セキュアな閉域網上にマルチクラウド環境を構築できるサービス「Arcstar Universal 

One Multi-Cloud Connect」においては、2016 年 4 月にオンデマンドに即時開通や帯域変

更が可能となる機能の強化、2016 年 6 月に英国クラウド基盤への接続、2016 年 10 月に米

国クラウド基盤への接続、2016 年 12 月に「Amazon Web Services」の導入・実装・運用を

一元的に支援するサポートメニューの提供を開始しました。 

インターネット接続サービス「OCN」では、不正なアクセスからお客さまの Web サーバー

を守る SaaS 型セキュリティサービス「OCN vWAF サービス」を 2016 年 9 月より提供開始し

ました。 

高速LTE通信サービス「OCN モバイル ONE」では、2016年 7月より無料で接続できるWi-Fi

スポットを、2016 年 9 月より通信開始時の速度が向上する「バースト転送機能」を、2016

年 10 月より利用中のスマートフォンの修理・交換などを行う端末補償サービス「あんしん

補償」を、2017 年 2 月より大容量かつシェアできる 20GB/月コースと 30GB/月コースを、

提供開始しました。 

Software Defined 技術を活用した「SDｘ＋M」ソリューションにおいては、複数の回線

上でソフトウェア制御によりオーバレイネットワークを柔軟に構築・管理する

「Software-Defined Network Service（SD-NS）」の提供を 2017 年 3 月より開始しました。 

 

○ボイスコミュニケーション： 

ユニファイドコミュニケーションサービス「Arcstar UCaaS」について、当社のグループ

会社 Arkadin SAS が、Microsoft ベースのユニファイドコミュニケーションサービスの導

入に強みを持つ英国有力プロバイダーApplicable Limited の買収を 2016 年 9 月に完了す

るなど、大企業向けのサービス展開を拡大させました。 

音声サービスにおいては、携帯電話からの通話の利用量が多いお客さまがさらにお得に

なる、企業向け通話かけ放題サービス「ビジネスモバイル」を 2016 年 10 月より提供開始

するとともに、BYOD 利用時のセキュリティ強化などに活用できる設定変更サイトの提供を

2017 年 2 月より開始しました。また、「OCN モバイル ONE」の音声対応 SIM 利用者向けに

提供中の「OCN でんわ」では、2016 年 8 月より何回かけても定額で利用できる「OCN でん

わ 5 分かけ放題オプション」を、2017 年 2 月より定額でかけられる通話時間が拡大できる

「OCN でんわ 10 分かけ放題オプション」を、2017 年 3 月より MVNO 向けに格安スマホの通

話料金を下げることができる「OCN でんわ」の卸サービスを、提供開始しました。 

国際中継サービスにおいては、企業がマーケティングや認証などの用途で個人の携帯電

話番号宛に配信する A2P SMS（Application to Person ショートメッセージサービス）のう

ち、国をまたいで送られるものについて、最適な経路で中継し、低遅延および確実な到達

を実現する「A2P SMS 国際中継サービス」を 2016 年 11 月から提供開始しました。 

 

○アプリケーション＆コンテンツ： 

2016 年 10 月より、マイナンバーカードを使って公的個人認証サービス を利用すること

ができるサービス「MySign」を開始しました。 

 AI(人工知能)を活用したサービスにおいては、自然な日本語を高い精度で理解し、必

要な情報を自ら聞き出すといった“人間らしい対話”ができる「Communication Engine

“COTOHA”」を、2016 年 10 月より提供開始しました。また、Web サイトの利用者が入力し

た質問に対して適切な回答を表示し、疑問を解決できるよう支援する企業向けの AI サービ

ス「Semantic Search Engine “COTOHA Chat & FAQTM”」、AI による高精度の翻訳機能を提

供する「業界特化型 AI 翻訳プラットフォームサービス」β版を、2017 年 1 月より提供開
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始しました。 

 

○ソリューション： 

総合リスクマネジメントサービス「WideAngle」では、2016 年 8 月にマネージドセキュ

リティサービス運用基盤に搭載した人工知能を拡充し、サイバー攻撃分析ロジックを大幅

強化しました。また、セキュリティインシデント対応メニュー「インシデント対応駆付け

保障」と「標的型マルウェア感染端末調査」を 2016 年 10 月より提供開始しました。加え

て、社内システムへの不正アクセスを特定後、感染した端末の通信を自動遮断するメニュ

ー「プロアクティブ レスポンス」を、2017 年 2 月より提供開始しました。さらに、2016

年 8 月より事業を開始した NTT セキュリティ株式会社と連携し、益々巧妙化／悪質化が予

想されるセキュリティ脅威への対策とリスクマネジメントを総合的に支援するサービスの

提供に努めました。 

Software Defined 技術を活用した「SDｘ＋M」ソリューションにおいては、堅牢性と柔

軟性を兼ね備えたオフィス LAN 環境を構築する「Software-Defined LAN Solution（SD-LAN

ソリューション）」の提供を 2016 年 10 月より開始しました。 

トータルマネージド ICT サービス「Global Management One」では、対象サービスに「SD-NS」

「SD-Exchange」「SD-LAN ソリューション」を 2017 年 3 月より加え、お客さまの ICT 環境

全体について、設計･構築から保守･運用、分析までフルライフサイクルサポートをグロー

バルに実現しました。 

 

○新しいサービス領域など： 

IoT のビジネス推進においては、企業の IoT によるビジネスアイデアを素早く形にし、

ビジネス変革や生産性向上に貢献するため、キャリアならではのグローバルに展開するネ

ットワーク・クラウド・データセンターなどのアセットを活用し、「Factory」・「Product」・

「Vehicle」の各ユースケースに対応したサービス提供と共に、アプリケーションプラット

フォーム事業者やデバイス事業者などのパートナー企業との連携も進めました。 

SDx 技術を活用した「SDｘ＋M」ソリューションにおいては、「Enterprise Cloud」、「Amazon 

Web Services」、「Microsoft Azure」などのクラウドサービスや、お客さまが構築したオン

プレミスシステムを一元的に管理できるプラットフォーム「Cloud Management Platform

（CMP）」の機能を 2017 年 3 月より拡張し、「SD-NS」「SD-LAN ソリューション」「SD-Exchange」

に対応しました。 

 

 

＜その他の取り組み＞ 

セールスにおいては、Formula 1 レーシングチーム McLaren-Honda と、3年間のテクノ

ロジー・パートナーシップ契約を締結し、ネットワークやクラウド、IoT、データ収集や解

析に係る最新の技術を用いて、Formula 1 チームを支えるために最適なパフォーマンスを

持つ ICT 基盤の構築に向け、相互協力を開始するなど、全社 Go to Market の視点でお客さ

ま企業のデジタルトランスフォーメーションへの貢献に向けたソリューション提案を促進

しました。また、グローバルシームレスサービスを最大限活用したソリューションモデル

による提案強化により、お客さま企業の「既存ビジネスの変革」と「新たなビジネスモデ

ル創出」を支援すること、ターゲット市場に対応した販売チャネルポートフォリオ／ソリ

ューションモデル設定により効率的かつ効果的なセールスをグローバルに展開することに

取り組みました。 

オペレーションにおいては、競争力の源泉として、デジタル技術を活用し、シンプル化

／自動化／標準化を加速させ、サービス複合案件の対応力強化、顧客接点の深化を推進し

ました。加えて、サービス複合案件に適したデリバリや保守運用のプロセスを構築、標準

オペレーションの徹底的な自動化の推進に取り組みました。さらに、アジア域内の保有ケ

ーブル容量の増加と、アジア各国への接続性の強化に向けて、大容量光海底ケーブル「Asia 
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Pacific Gateway」を 2016 年 10 月より運用開始するとともに、NTT ワールドエンジニアリ

ングマリン株式会社が運用する海底ケーブル敷設船「きずな」を 2017 年 3 月に竣工させ、

ケーブル敷設・保守力を強化しました。 

また、グローバルシームレスなマネジメントを推進するため、NTT コミュニケーション

ズグループ各社へのグローバル共通の ERP システムの導入を継続して実施しました。さら

に、調達においては、調達システムの更改検討を契機に、再販系調達、オフィス用品、少

額用品、サプライヤマネジメント等のプロセスの抜本的な合理化を図るとともに、役務調

達における標準化を進化させ、DB 化、適正チェックフロー定着によるコスト削減と、契約・

支払業務のフロースルー化（電子見積/契約/請求）によるプロセスの効率化に取組みまし

た。また、人材においては、若手社員全員にエンジニア業務を経験させるなど、当社のサ

ービスをより高度化するための人材確保・育成に注力しました。 

CSR 活動については、2016 年 10 月に基本方針の見直しを CSR 報告書 2016 において公表

しました。また、環境保護活動については、環境宣言および環境目標 2030 を 2016 年 11 月

に策定するとともに、環境保護環境負荷低減を目指し、データセンターや通信ビルにおい

て、空調設備の効率化、気流改善の実施、自動空調制御システム導入を拡大しました。 

セキュリティにおいては、セキュリティリスク低減に向けた取り組みや、国内外のグル

ープ会社の更なるサイバーセキュリティ対策の強化に向け、グループ各社との連携及び支

援体制の強化に向けた取り組みを開始しました。 

ダイバーシティの観点から、性別・年齢・出身地・国籍・宗教・障がいの有無等を問わ

ず多様な人材が、仕事と生活の調和を図りながら、柔軟で効率的な働き方の実現により活

躍できるよう、ICT を活用した生産性の高いワークスタイル改革と、いきいき働くための

企業風土づくりを推進しました。また NTT グループにおける「女性管理者倍増計画」宣言

に合わせた、女性管理者比率目標値（2020 年度 8.9％）に向け、女性のマネジメント層創

出につながるキャリア形成を継続して支援するとともに、女性社員の採用にも積極的に取

り組みました。これらの取り組みの結果、新たに創設された総務省選定「テレワーク先駆

者百選」に認定されるとともに、女性活躍推進法に基づく厚生労働大臣認定「えるぼし」

の最上位認定を取得しました。 

 

（3）経営成績 

NTT コミュニケーションズグループ全体では、営業収益については、対前年比 361 億円

減(▲2.7%)の 12,830 億円と、4期ぶりの減収となりました。また営業利益は対前年比 143

億円増 (+12.1%)の 1,325 億円となりました。 

 

NTT コミュニケーションズ株式会社単体の営業収益について事業分野別にみると、クラ

ウド基盤収入が対前年比 20 億円増(+2.9%)の 720 億円、データネットワーク収入は対前年

比 149 億円増(+4.0%)の 3,848 億円、ソリューション収入は対前年比 11 億円増(+0.7%)の

1,634 億円と 3つの分野で増収となりました。また、アプリケーション＆コンテンツ収入

は対前年比 9億円減(▲2.6%)の 377 億円、ボイスコミュニケーション収入は対前年比 95 億

円減(▲3.7%)の 2,507 億円となりました。以上の結果、営業収益全体としては 2期連続の

増収となり、対前年比 55 億円増(+0.6%)の 9,238 億円となりました。 

営業費用については、光コラボのサービス提供に伴って通信設備使用料が対前年比で増

加したこともあり、対前年比 41 億円増(+0.5%)の 8,313 億円となりました。 

これにより、営業利益は対前年比 14 億円増(+1.5%)の 925 億円となり 9期ぶりの対前年増

収増益に、当期純利益は対前年比 126 億円増(+17.5%)の 850 億円となりました。 

 

 



Ⅱ．NTTコミュニケーションズグループ決算概況

（単位　百万円）

第 17 期 第 18 期

科 目 2015年４月１日から 2016年４月１日から

2016年３月31日まで 2017年３月31日まで

営業収益 1,319,113 1,282,968 △ 36,145 △ 2.7

営業費用 1,200,915 1,150,477 △ 50,438 △ 4.2

営業利益 118,198 132,491 14,293 12.1

増 減 額
（△）

増 減 率
（％）
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(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

有形固定資産

機械設備 １３４，３１５ １５１，５３１ １７，２１５

空中線設備 １，７０７ １，６７４ △ ３３

端末設備 １，３９７ １，９６３ ５６５

市内線路設備 ７３０ １，１０３ ３７３

市外線路設備 ５，７５９ ５，１２２ △ ６３７

土木設備 ５１，７８９ ４９，８７８ △ １，９１１

海底線設備 １３，４０８ １６，７０１ ３，２９３

建物 １９９，１７８ ２０５，４７５ ６，２９６

構築物 ３，０３０ ２，６２４ △ ４０６

機械及び装置 １１２ ６８ △ ４３

車両及び船舶 ８２ ６２ △ ２０

工具、器具及び備品 ３７，８０５ ４６，７００ ８，８９５

土地 ４５，２４１ ４８，５７７ ３，３３５

リース資産 ５，０６０ ７，９５０ ２，８８９

建設仮勘定 ２８，０８５ １３，３２３ △ １４，７６１

有形固定資産合計 ５２７，７０６ ５５２，７５７ ２５，０５１

無形固定資産 １０１，７６６ ９８，８２０ △ ２，９４５

電気通信事業固定資産合計 ６２９，４７２ ６５１，５７８ ２２，１０５

　　投資その他の資産

投資有価証券 １３５，２９１ １０８，１５２ △ ２７，１３９

関係会社株式 ３８１，９４９ ３８７，９０５ ５，９５６

その他の関係会社投資 １，５００ － △ １，５００

出資金 ３５９ ３４５ △ １４

関係会社出資金 ２，０４９ ２，０４９ －

関係会社長期貸付金 １，７２５ １，２６８ △ ４５６

長期前払費用 ３，４８３ ４，８４１ １，３５７

前払年金費用 ６，２３５ ６，３９１ １５６

繰延税金資産 ６，２１７ １７，４９９ １１，２８２

海底線使用権 １７，０８８ １７，１１４ ２６

その他の投資及びその他の資産 １４，６２４ １６，２６８ １，６４３

貸倒引当金 △ ２０７ △ １６０ ４７

投資その他の資産合計 ５７０，３１６ ５６１，６７５ △ ８，６４１

　　固定資産合計 １，１９９，７８９ １，２１３，２５４ １３，４６４

　流動資産

　　現金及び預金 １２，６０７ ３，４０６ △ ９，２００

　　受取手形 － ８ ８

　　売掛金 １７９，８３９ １７８，２４８ △ １，５９０

　　未収入金 ４７，６２４ ４９，４５９ １，８３４

リース投資資産 １１７ ９２ △ ２４

　　有価証券 － ４ ４

　　貯蔵品 ９，８０６ ９，６４３ △ １６２

　　前渡金 ３，７００ ４，５５２ ８５１

　　前払費用 ６，４６９ ８，０８４ １，６１５

　　繰延税金資産 ３，６９４ ３，１７７ △ ５１６

　　関係会社預け金 ４，０５４ １６，６３６ １２，５８２

　　その他の流動資産 ２９，２１４ ８，６４７ △ ２０，５６６

　　貸倒引当金 △ １，０１７ △ １，３６７ △ ３４９

　　流動資産合計 ２９６，１１０ ２８０，５９５ △ １５，５１４

　資産合計 １，４９５，８９９ １，４９３，８４９ △ ２，０５０

（2016年３月31日） （2017年３月31日）

 Ⅲ．比較貸借対照表（単体）

科 目
第 17 期 第 18 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 １９９，５０４ ２２２，３３３ ２２，８２９

リース債務 ５，１８３ ６，２９７ １，１１３

　　退職給付引当金 ８６，７２２ ８９，９９４ ３，２７２

　　ポイントサービス引当金 ５４７ ４０７ △ １３９

　　未使用テレホンカード引当金 ３，６２８ ３，５４０ △ ８８

　　資産除去債務 ３，２９６ ４，１２６ ８２９

　　その他の固定負債 ５，１７０ １３，１１８ ７，９４８

　　固定負債合計 ３０４，０５３ ３３９，８１８ ３５，７６５

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 ４３，３６０ － △ ４３，３６０

　　買掛金 ３１，８９４ ２９，５４８ △ ２，３４６

　　短期借入金 ７，７６６ － △ ７，７６６

リース債務 ３，２２２ ３，８５１ ６２９

　　未払金 １５１，６２３ １５３，９５３ ２，３２９

　　未払費用 ５，００２ ４，９６０ △ ４２

　　未払法人税等 ６，９６８ ３，７４９ △ ３，２１８

　　前受金 ３，７９０ ３，７３６ △ ５３

　　預り金 １４，１５０ １，５２５ △ １２，６２５

　　前受収益 １５０ １７３ ２２

　　工事損失引当金 １３ ６２７ ６１３

　　資産除去債務 － ５６ ５６

　　その他の流動負債 １，３６３ １，１７８ △ １８５

　　流動負債合計 ２６９，３０７ ２０３，３６０ △ ６５，９４６

　負債合計 ５７３，３６０ ５４３，１７９ △ ３０，１８１

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ２１１，７６３ ２１１，７６３ －

　　資本剰余金

資本準備金 １３１，６１５ １３１，６１５ －

資本剰余金合計 １３１，６１５ １３１，６１５ －

　　利益剰余金

その他利益剰余金

圧縮積立金 ７，２２８ ７，１８９ △ ３９

繰越利益剰余金 ５１０，２０７ ５５６，８０８ ４６，６００

利益剰余金合計 ５１７，４３６ ５６３，９９７ ４６，５６１

　　株主資本合計 ８６０，８１５ ９０７，３７６ ４６，５６１

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ６１，７２３ ４３，０８０ △ １８，６４３

　　繰延ヘッジ損益 － ２１３ ２１３

　　評価・換算差額等合計 ６１，７２３ ４３，２９３ △ １８，４２９

　純資産合計 ９２２，５３８ ９５０，６７０ ２８，１３１

負債・純資産合計 １，４９５，８９９ １，４９３，８４９ △ ２，０５０

科 目
（2016年３月31日） （2017年３月31日）

第 17 期 第 18 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 ６９１，２９０ ６９７，３３３ ６，０４２

　営業費用

　　営業費 １５６，４２９ １５９，６５４ ３，２２４

　　施設保全費 ７４，１９７ ７４，１４８ △ ４８

　　共通費 １１，３７３ １０，９７６ △ ３９７

　　管理費 ６６，３８０ ６６，１０６ △ ２７３

　　試験研究費 １１，６６５ １１，６５４ △ １０

　　減価償却費 ８９，５４５ ８９，１３９ △ ４０５

　　固定資産除却費 ５，１９５ ６，２３６ １，０４０

　　通信設備使用料 １８７，１５２ １９０，７０８ ３，５５５

　　租税公課 １１，１５３ １１，７４５ ５９１

　　営業費用合計 ６１３，０９３ ６２０，３７０ ７，２７６

　電気通信事業営業利益 ７８，１９６ ７６，９６３ △ １，２３３

附帯事業営業損益

　営業収益 ２２７，０１８ ２２６，５２２ △ ４９５

　営業費用 ２１４，０７２ ２１０，９３６ △ ３，１３５

　附帯事業営業利益 １２，９４６ １５，５８５ ２，６３９

営業利益 ９１，１４３ ９２，５４９ １，４０５

営業外収益

　受取利息 ２７２ ６２ △ ２０９

　有価証券利息 ０ ０ △ ０

　受取配当金 １２，４８６ ８，２５８ △ ４，２２８

　物件貸付料 １１，５８１ １１，２０４ △ ３７６

　雑収入 ２，８２２ １，２２２ △ １，５９９

　営業外収益合計 ２７，１６３ ２０，７４８ △ ６，４１５

営業外費用

　支払利息 １，５１４ １，０５０ △ ４６３

　物件貸付費用 ５，５５１ ５，７１２ １６１

　雑支出 １，０３４ １，０７２ ３８

　営業外費用合計 ８，１００ ７，８３６ △ ２６４

経常利益 １１０，２０６ １０５，４６１ △ ４，７４５

特別損失

　関係会社株式評価損 ５，８４７ － △ ５，８４７

　特別損失合計 ５，８４７ － △ ５，８４７

税引前当期純利益 １０４，３５９ １０５，４６１ １，１０２

法人税、住民税及び事業税 ２９，００３ ２３，０９７ △ ５，９０６

法人税等調整額 ３，０４２ △ ２，６３９ △ ５，６８１

当期純利益 ７２，３１２ ８５，００３ １２，６９０

第 18 期

増 減 （ △ ）
2017年３月31日まで

2015年４月１日から

 Ⅳ．比較損益計算書（単体）

第 17 期

2016年３月31日まで
2016年４月１日から
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第17期  （自 2015年４月１日 至 2016年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 211,763 131,615 131,615 6,517 481,672 488,190 831,569 98,314 － 98,314 929,884

当期変動額

剰余金の配当 △ 43,067 △ 43,067 △ 43,067 △ 43,067

当期純利益 72,312 72,312 72,312 72,312

圧縮積立金の積立 727 △ 727 － － －

圧縮積立金の取崩 △ 17 17 － － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△ 36,590 △ 36,590 △ 36,590

当期変動額合計 － － － 710 28,534 29,245 29,245 △ 36,590 － △ 36,590 △ 7,345

当期末残高 211,763 131,615 131,615 7,228 510,207 517,436 860,815 61,723 － 61,723 922,538

第18期  （自 2016年４月１日 至 2017年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 211,763 131,615 131,615 7,228 510,207 517,436 860,815 61,723 － 61,723 922,538

当期変動額

剰余金の配当 △ 38,441 △ 38,441 △ 38,441 △ 38,441

当期純利益 85,003 85,003 85,003 85,003

圧縮積立金の取崩 △ 39 39 － － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△ 18,643 213 △ 18,429 △ 18,429

当期変動額合計 － － － △ 39 46,600 46,561 46,561 △ 18,643 213 △ 18,429 28,131

当期末残高 211,763 131,615 131,615 7,189 556,808 563,997 907,376 43,080 213 43,293 950,670

資本金

資本剰余金

資本
剰余金
合計 圧縮積立金

繰越利益
剰余金

利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

繰延ヘッジ
損益

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

評価・換算
差額等
合計

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

資本
準備金

圧縮積立金
繰越利益
剰余金

利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

株主資本 評価・換算差額等

資本金

資本剰余金

 Ⅴ．株主資本等変動計算書（単体）

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計
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(単位　百万円)

クラウド基盤 ７０，０２９ ７２，０３４ ２，００５ ２．９

データネットワーク ３６９，８７１ ３８４，８０４ １４，９３３ ４．０

ボイスコミュニケーション ２６０，３２９ ２５０，７９４ △ ９，５３５ △ ３．７

アプリケーション＆コンテンツ ３８，７２９ ３７，７３２ △ ９９６ △ ２．６

ソリューション １６２，３５２ １６３，４９６ １，１４４ ０．７

その他 １６，９９７ １４，９９３ △ ２，００３ △ １１．８

営業収益合計 ９１８，３０９ ９２３，８５５ ５，５４６ ０．６

事 業 分 野

第 17 期 第 18 期
増　減　額

（△）
増　減　率

（％）

 Ⅵ．営業収益内訳（単体）

2015年４月１日から 2016年４月１日から
2016年３月31日まで 2017年３月31日まで
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 １０４，３５９ １０５，４６１ １，１０２

　減価償却費 １０６，８３７ １０６，９７１ １３４

　固定資産除却損 ４，０７５ ４，５１７ ４４１

　固定資産売却益 △ ３ △ ７８ △ ７５

　貸倒引当金の増加又は減少（△）額 △ １１７ ３０２ ４１９

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 １，１４０ ３，２７２ ２，１３１

　関係会社株式評価損 ５，８４７ － △ ５，８４７

　売上債権の増加（△）又は減少額 △ ３，４１３ △ ２３９ ３，１７４

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 △ ３，０１５ １，１５２ ４，１６７

　仕入債務の増加又は減少（△）額 ４３２ ７０３ ２７０

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 △ ４，８５０ ２，４３４ ７，２８５

　その他 △ ２３，１８３ △ １０，９２５ １２，２５７

　小計 １８８，１０８ ２１３，５７１ ２５，４６３

　利息及び配当金の受取額 １２，７５２ ８，３４４ △ ４，４０７

　利息の支払額 △ １，４１８ △ １，０８６ ３３２

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ２２，４３６ △ ２９，８９２ △ ７，４５５

　営業活動によるキャッシュ・フロー １７７，００４ １９０，９３７ １３，９３３

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ １２４，４５３ △ １３４，６７７ △ １０，２２４

　固定資産の売却による収入 １８ ４１２ ３９４

　投資有価証券等の取得による支出 △ １０５，７９２ △ ４２２ １０５，３７０

　投資有価証券等の売却による収入 １５２ ２，２４２ ２，０９０

　長期貸付による支出 △ ５，８５２ － ５，８５２

　その他 △ １，７２０ △ ４，０４２ △ ２，３２１

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２３７，６４８ △ １３６，４８７ １０１，１６１

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 １４９，８５７ ２２，８６４ △ １２６，９９３

　長期借入金の返済による支出 △ ５３，３６０ △ ４３，３６０ １０，０００

　短期借入による増減（△）額 △ ２，６４７ △ ７，７６６ △ ５，１１９

リース債務の返済による支出 △ ７，４７０ △ ４，３０６ ３，１６４

　配当金の支払額 △ ３６，００１ △ ３３，０００ ３，０００

　財務活動によるキャッシュ・フロー ５０，３７８ △ ６５，５６９ △ １１５，９４７

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ ２，１４７ △ １５８ １，９８８

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 △ １２，４１２ △ １１，２７７ １，１３５

現金及び現金同等物の期首残高 ４４，０４２ ３１，６３０ △ １２，４１２

現金及び現金同等物の期末残高 ３１，６３０ ２０，３５３ △ １１，２７７

2015年４月１日から 2016年４月１日から
2016年３月31日まで 2017年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 17 期 第 18 期

 Ⅶ．比較キャッシュ・フロー計算書（単体）

科 目
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Ⅷ. 役 員 の 異 動 

（１）新任取締役候補

佐々倉  秀一 （経営企画部長） 

髙 屋 洋一郎 （第五営業本部長） 

梶 田 直 紀 （第四営業本部 副本部長） 

梶 村 啓 吾 （ソリューションサービス部長）

高 岡 宏 昌 （日本電信電話株式会社 総務部門 担当部長） 

伏 屋 敦 弘 （日本電信電話株式会社 総務部門 担当部長） 

（２）退任予定取締役

取締役 大 井    貴 （エヌ・ティ・ティ・ビズリンク株式会社 入社予定） 

取締役 有 馬    彰  （当社 相談役 就任予定） 

取締役 小 澤 正 憲 （西日本電信電話株式会社 入社予定） 

（３）役員の人事の予定

新役職名および
新委嘱・担当業務 

(氏 名) 
現役職名および 

現委嘱・担当業務 

代表取締役副社長 
技術担当 
サービス担当
オペレーション担当
情報セキュリティ担当

舩 橋  哲 也 代表取締役副社長 
技術担当 
オペレーション担当
情報セキュリティ担当
コーポレート担当
カスタマサービス部長

代表取締役副社長 
営業本部担当 
グローバル担当 
コーポレート担当

中 田  勝 己 代表取締役副社長 
営業本部担当 
グローバル担当 

取締役 
ネットワークサービス部長

佐々倉 秀 一 経営企画部長 

取締役 
第五営業本部長 

髙 屋 洋一郎 第五営業本部長 

取締役 
ICTコンサルティング本部長 

梶 田  直 紀 第四営業本部 副本部長 

取締役 
ソリューションサービス部長

梶 村  啓 吾 ソリューションサービス部長
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新役職名および 
新委嘱・担当業務 

(氏 名) 
現役職名および 

現委嘱・担当業務 

取締役  
カスタマサービス部長

高 岡  宏 昌 日本電信電話株式会社 総務部門 
担当部長 

取締役  伏 屋  敦 弘 日本電信電話株式会社 総務部門 
担当部長 

 (注)・退任予定取締役のうち大井貴は6月11日、小澤正憲は6月22日、有馬彰は第18回定時株主総会(6月
23日）終結時をもって辞任の予定です。 

・佐々倉秀一は6月12日よりネットワークサービス部長を兼務する予定です。

以  上 
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	（ヘッダ無し）NTT東日本（Ｊ）
	（ヘッダ無し）NTT西日本（Ｊ）
	（ヘッダ無し）NTTコム（Ｊ）



